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要旨

近年、紛争の長期化・複雑化により人道危機も深刻化し、人道・平和・開発の連携（ト

リプルネクサス）の重要性が注目されているが、国連による実践での課題が指摘されてい

る。本研究では、イエメン沖に110万バレルもの原油を積んだ老朽タンカーからの原油移

送プロジェクトを事例に、国連の人道・平和・開発各機関がどのように協働し、トリプル

ネクサスの目的である「集団的成果」を実現したかについて、DAC勧告が提示する「より

良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」の三側面から分析する。その結果、

目標の具体性と緊急性、国連常駐調整官兼人道調整官（RC/HC）のリーダーシップと平和

活動の非政治化、分業ではなく協働を前提とした計画、UNSDCF等の既存計画との統合、

リードドナーを中心とした柔軟な資金調達への努力が協働を可能にした要因であることを

示し、これらの条件が揃えば他国でも国連による集団的成果の実現が可能であることを提

示する。

はじめに

近年、世界各地で発生する紛争は長期化・複雑化し、その影響は地理的に広範囲に及び、

人道危機も同様に長期化・複雑化している。人道・平和・開発の連携（トリプルネクサス）

は、こうした状況における支援のアプローチとして国際的に重要性が認識されつつある一

方で、その実践には多くの課題が存在する。これまでNGOなどによる局地的な成功例は

報告されてきたが、国連が主導するトリプルネクサスの実践例は依然として限られている。

本論文は、イエメンにおける事例研究を通じて、長期化・複雑化した紛争下において国
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連機関が人道・開発・平和の三分野にわたりどのように協働を行い、その協働が「集団的

成果（collective outcomes）」の実現にどのように寄与したのかを分析する。

事例として、紛争が長期化するイエメンの紅海沖に係留され、110万バレルの原油を積

んだまま維持管理が行われていなかった老朽タンカー FSO SAFER（セイファー号）をめぐ

る危機への国連の対応を取り上げる。
1

この問題の解決を迫られた国連は、国連常駐調整

官兼人道調整官（Resident Coordinator/Humanitarian Coordinator : RC/HC）をトップとす

る国連カントリーチーム（United Nations Country Team : UNCT）が民間企業と協力し、新

たなタンカーを調達して原油を移送するという方策を採用した。セイファー号が係留され

ている海域を実効支配するフーシー派の協力を得つつ、欧米諸国や日本に加えて中東諸国

や民間資金も調達され、人道・開発・平和の各分野に関わる国連機関が協力して、タンカー

購入など、過去に例のない国連主導のプロジェクトが実施され、原油流出の危機を回避す

ることに成功した。

本論文ではこの事例について、集団的成果の実現可否に関する分析を行った上で、協働

を可能とした要素を経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and 

Development: OECD）が示す「より良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」

の三側面を基準に分析する。最後に本事例特有の状況も示しながら、トリプルネクサス実

践への応用に向けた教訓を提示する。　

1.トリプルネクサスと集団的成果　―定義、制度化の過程と課題
(1)トリプルネクサスと集団的成果の定義

トリプルネクサスとは、長期化・複雑化する紛争に直面する国や地域において、「国レ

ベルでの人道・開発・平和支援の強力な協力や協調を確保し、首尾一貫し相互補完的なリ

スク分析、計画、行動に基づいて集団的成果を実現すること」と定義されている（United 

Nations Development Programme, 2016）。したがって、トリプルネクサスは目的そのも

のではなく、集団的成果（collective outcomes）を実現するための方法論と位置付けられ

1 筆者は、国連開発計画（UNDP）イエメン事務所の平和事業支援ユニット・チームリーダーとして、
2021 年 4 月から 2 年間にわたり本稿で論じる事例の統括責任者を務めた。したがって、引用箇所を除き、
本稿における記述は筆者の実務経験に基づくものである。なお、本稿で示される見解はすべて筆者個人
のものであり、UNDP およびその他のいかなる所属組織の公式な立場を示すものではない。
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る（Perret, 2019）。この方法論の制度化は、2016年の世界人道サミットを契機にダブル

ネクサス（人道・開発）が制度的に位置付けられ、同年の「持続的平和アジェンダ」に関す

る国連決議により平和構築の統合が図られたことで本格化した（United Nations Security 

Council, 2016）。ここで言う集団的成果とは、国連人道問題調整事務所（Office for the 

Coordination of Humanitarian Affairs : OCHA） や 機 関 間 常 設 委 員 会（Inter-Agency 

Standing Committee : IASC）など、国連でトリプルネクサスを主導する機関の主要文書に

おいて、「人道・開発その他のアクターが、人々のニーズやリスク、脆弱性を削減し、レジ

リエンスを向上させるため、通常3 ～ 5年の期間にわたって共同で達成する具体的かつ測

定可能な成果」と整理されている（Inter-Agency Standing Committee, 2020, p. 4; United 

Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs, 2018, p. 2）。これらの文書

に共通して示されているのは、集団的成果とは次の基準を満たす必要があるという点であ

る。

（1） 測定可能性：数量的な指標やターゲットを伴い、進捗や成果を客観的に把握できる。

（2） 期間限定性：通常3 ～ 5年を目安に複数年及び中期的な時間枠で成果が設定されて

いる。

（3） 共同性：国連機関、政府、ドナー、NGOなど複数アクターが分析・計画・実施の各

段階において役割分担と協働を前提としている。

（4） 統合性：人道・開発・平和を橋渡しする統合的アプローチを通じて、人々のニーズ・

リスク・脆弱性の軽減とレジリエンスの向上に結び付いている。

加えて、IASC（2020）は状況固有性（context-specificity）を有効な集団的成果の前提条

件として強調している。すなわち、集団的成果の設定には各国の文脈や優先課題に即した

ものであり、それが人道対応計画（Humanitarian Response Plan: HRP）や国連持続可能な

開 発 協 力 フ レ ー ム ワ ー ク（United Nations Sustainable Development Cooperation 

Framework : UNSDCF）といった既存の国レベルでの計画に内包または連動していること

が求められる。このようにトリプルネクサス実践のための集団的成果については国際的な

基準が示され、制度化が進んでいる。
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(2)トリプルネクサスの実践上の課題

トリプルネクサスは制度化が進む一方、実践上において多くの課題を残している。

2019年、OECDの開発委員会（Development Assistance Committee : DAC）はトリプルネ

クサスの実践に向けて「より良い調整」、「より良いプログラム」、「より良い資金調達」の

重要性を強調するいわゆる「DAC勧告」を発表した（OECD, 2019）。「より良い調整」では、

RC/HCの権限を強化し、3分野の機関が協力して集団的成果を目指す必要性が示されてい

る。「より良いプログラム」では、紛争予防や平和構築を優先しつつ、人道的ニーズに対応

することを求め、「より良い資金調達」ではエビデンスに基づく戦略策定と多様なステー

クホルダーとの協力による資金戦略の重要性が指摘されている（OECD, 2019）。この勧告

から3年後の2022年に同じくOECDから発表された同勧告に対する中間進捗報告書では、

ほとんどのパイロット国において上述した基準を満たす集団的成果を目標として採択して

いる一方、この集団的成果が未達であることが指摘されている（OECD, 2022）。さらに、

改善すべき点として、被援助国政府の能力向上、RC/HCのリーダーシップ能力の向上、ド

ナー間の調整による資金政策の3点が挙げられている（OECD, 2022）。

このOECD報告書の課題を裏付ける研究も報告されている。例えばGarcia （2023）によ

ると、トリプルネクサスを構成する最も重要な要素はプログラムの適応性であり、ニーズ

や状況の変化に応じて実施機関のアプローチを迅速に調整することを促す点であるとして

いる。しかし、多くのドナー資金はあらかじめ特定の分野や用途に厳格に紐付けられてお

り、各国の財政規則上プログラム途中での再配分や再編成が認められない。また、制度的

にも議会承認や年度ごとの予算枠組みに縛られているケースが多く、情勢変化に応じて資

金の使途を柔軟に切り替えることは難しい。その結果、実施機関が状況変化に応じてアプ

ローチを迅速に調整することは困難が伴い、トリプルネクサスの付加価値を十分に発揮で

きない。また、人道・開発・平和のアクター間の調整という課題も残る。最初にネクサス

が議論された1970年代に、国連は人道・開発・平和の調整よりも人道支援アクターの調

整を優先したが、それは異なる働き方を持つアクターの調整は同じセクター間の調整より

も困難であったためであろう（Osa & Hanatani, 2018）。こういった困難を抱えながらい

かに調整し、実践するかはアクターにとって大きな課題である。

これらのアクター共通の課題に加え、国連特有の制度・運用上の制約により、国連機関
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間でのトリプルネクサス実施の課題も多い。「より良い調整」に関しては、国連システム

内において各機関が固有の法的マンデートと歴史的経緯を背景にサイロ化しやすい。例え

ば紛争国では平和維持活動（Peacekeeping Operations: PKO）と平和構築活動や人道支援

を実施する他の機関との間に分断が生じ、人道・開発・平和全体の一貫性が損なわれてい

る（Howe, 2019; United Nations Secretary-General, 2018）。PKOが平和構築活動を担当

する国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）や国際移住機関

（International Organization for Migration: IOM）と情報共有をせず、同じ地域であっても

別々にプロジェクトを行っていることがある。これに対し、アントニオ・グテーレス国連

事務総長はRC/HCの権限強化やUNCTと国連PKOの連携、共同計画の拡充などの改革を進

めてきた（一連の国連改革については長谷川（2023）が詳しい）。しかし、例えばソマリア

における各機関と国連PKOの「断片的な活動」の継続（Medinilla et al., 2019）等、現場で

の機能不全はなお報告されている。また、元来UNDPのトップが担ってきたRC/HCのポジ

ションにはUNDPも含めた国連機関をまとめるためにも適切で強力な指導者が任命され、

財政的にも政治的にも権限が与えられることが必要ともされている（OECD, 2022）。つま

り「より良い調整」により集団的成果を実現するには適切な人材配置と権限の付与により

RC/HCがリーダーシップを発揮し、各機関がサイロを破って協働することが必要とされる。

「より良いプログラム」については、上述の国連改革により、2018年の国連総会決議

（72/279）で採択されたUNSDCFの導入など国連機関間共通の目標設定が進んだ一方で、

共同分析に裏打ちされた計画の具体的なプログラミングへの反映は不十分とされる

（OECD, 2019）。人道・開発・平和の各セクターの優位性や役割は紛争状況や当事国の文

脈に応じて変動するため、セクター間の統合設計の実装は複雑化する（Nguya & Siddiqui, 

2020）。従って、機関間の比較優位性を活用した計画の策定、さらに共同分析された計画

がUNSDCFなどの既存計画に統合されることで一貫性を確保することが課題である。

「より良い資金調達」においては、人道・開発・平和の分断された国連への資金拠出構

造の調整が課題である。人道分野では、各国のHRP等に基づきOCHAの調整の下で拠出さ

れる計画連動型の資金（coordinated plan funding）が、人道支援全体の約7割を占める。

これは恒常的な基金ではなく、毎年（または適宜）更新される共同アピールと各ドナーの

年次予算・拠出決定に強く依存するため、複数年で予測可能かつ柔軟な資金確保は難しい。
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開発分野は毎年加盟国の分担金に基づいて各機関の本部から配分されるコア資金と各国事

務所がドナーから直接調達するノンコア資金が併存する。平和分野は、国連PKOに対して

加盟国からの分担金による国連安全保障理事会（United Nations Security Council: UNSC）

の1年ごとの承認予算や、PKO以外の国連の平和活動にプロジェクトベースで配分する平

和構築基金（Peace Building Fund: PBF）などに依存する。こうした単年での資金繰りの必

要性と資金の流れや執行メカニズムの断絶は、複数年で予測可能かつ柔軟な資金戦略の確

立を難しくし、包括的資金戦略の未整備や資金源のサイロ化がトリプルネクサスの主要な

阻害要因として残る（Howe, 2019; OECD, 2019）。一方、近年は南スーダンにおける

Reconciliation, Stabilization, and Resilience Trust Fund（RSRTF）など、多国間信託基金

（Multi-Partner Trust Fund: MPTF）のような複数のドナーからの資金を国レベルで一つの

基金にプールする手段が増えつつあり、トリプルネクサス全体をカバーし、協働を促進す

る有効なツールとなり得ると期待されている。

以上の議論から、国連がトリプルネクサスを効果的に実践する上で克服すべき課題は、

下記表1の通り集約される。

表1トリプルネクサス実践のための国連特有の課題（出所：筆者作成）

次節では、国連の国レベルでの取り組みについて、本節で提示した集団的成果の四つの

基準と国連特有の課題を分析枠組みとして検証する。

OECD 三側面 国連特有の課題

①     RC/HCの適切な人材配置と権限の付与
②     国連機関間の分野を超えた協働体制

①     共同分析と計画策定の連動性

②     既存計画との統合

①     資金の柔軟性と複数年化

②     資金メカニズムの統合

より良い調整

より良いプログラム

より良い資金調達



71

2.イエメンにおけるトリプルネクサスの実践

前節で論じたようなトリプルネクサスにおける課題を国連システムはどのように克服

しようとしているのであろうか。本節ではイエメンにおける国連機関間の協働事例を取り

上げ、集団的成果が実現されたか、実現されたのであれば国連機関がどのようにして協働

し、集団的成果の実現に至ったかについての分析を行う。

(1)イエメン共和国の現状

イエメンはアラビア半島の南に位置し、政治的な不安定さと中東における最貧国として

知られる国である。2011年にアラブの春と呼ばれる政治変動の波及を経て、2015年に内

戦状態に陥った。それ以来、国際社会からの承認と支援を受けている国際承認政府が統治

する南部と、反政府勢力であるイエメン北部のサダを中心としたシーア派分派のザイード

派であるフーシー一族（以下フーシー派）が支配する北部と二つに分かれている状態と

なっている。フーシー派が支配する地域は首都サナアも含め、国民の70％が居住する範

囲にまで及んでいる。2018年12月にスウェーデンと国連の仲介にて部分的な和平合意で

ある「ストックホルム合意」が結ばれるも戦闘は続き、2022年には停戦合意が結ばれたが

半年後には失効した。しかしその後も大きな戦闘は無く、イスラエルのガザ侵攻が起こる

までは「戦争でも平和でもない状態（No war, No peace）」（Al Abara, 2023）と呼ばれてい

た。イスラエルのガザ侵攻後はフーシー派による紅海での船舶への攻撃や、米英、イスラ

エルからのフーシー派領域への空爆などが行われたが、国内の勢力を大きく変化させる要

因には至っていない。紛争開始時にほとんどの大使館がイエメンから引き上げたため、外

交官はおらず、治安の影響からイエメン国内に入れるのはほとんどが援助関係者である。

このような状況の中、イエメンには二つの特別政治ミッション（Special Political 

Mission: SPM）である、イエメン担当国連事務総長特使事務所（Office of the Special 

Envoy of the Secretary-General for Yemen: OSESGY）とストックホルム合意の三協定のう

ちの一つで、港湾都市ホデイダからの両軍の撤退と国連による停戦監視を目的とした「ホ

デイダ協定」履行支援のための国連ホデイダ合意支援ミッション（United Nations Mission 

to Support the Hudaydah Agreement: UNMHA）が派遣されている。また、RC/HCを中心
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とするUNCTも人道・開発・平和活動に取り組んでいる。

(2)セイファー号からの原油移送プロジェクト

一方、紛争開始後からイエメン西部、紅海のラス・イサ港沖に係留された1台のタンカー

が問題となっていた。この浮体式貯蔵積出（FSO）石油タンカーであるセイファー号は建

造から48年経過し、必要な維持管理作業などはイエメンでの内戦が原因で2015年以降止

まっている。セイファー号には110万バレルの原油が貯蔵されているが、2017年から石

油タンク内にある爆発性ガスの蓄積の防止に使用される不活性ガスシステムが停止してい

るなど、いつこのセイファー号が爆発してもおかしくない状態にあった。しかしセイファー

号はフーシー派の掌握する海域に係留されており、フーシー派が査察を拒んでいたため、

船内の状態がわからない事態が続いていた。一方、110万バレルの原油が紅海に流れ出た

場合、イエメンおよび近隣諸国への経済、環境等に甚大な影響を与えることは間違いなく、

一刻も早い状況の改善が必要であった。この問題は当初OSESGYが中心となり、国連プロ

ジェクト・サービス機関（United Nations Office for Project Services: UNOPS）が簡易メン

テナンスと船上査察を実施するための準備を始めた。しかしながら、フーシー派は国連の

指揮のもと船上で検査が行われることに難色を示し、検査と完全な修理の同時実行を要求

した一方で、必要予算が予測できないため国連側はこの要求を拒否した。双方が相手方の

対応を非難し、国際承認政府はフーシー派がこの件を政治利用し、和平交渉の際の材料化

していると非難した（Jalal, 2020）。また、フーシー派はこの原油を売却し、その資金を利

用して未払いとなっている公務員の給料を払うメカニズムを作るよう要請するなど、セイ

ファー号をめぐる政治的な駆け引きがOSESGYの進める和平交渉に悪影響を及ぼしかねな

い状況であった（Barrington, 2023）。

2021年9月、国連側はセイファー号の政治利用を避けるため、交渉窓口を国連常駐調

整官事務所（Resident Coordinator’s Office: RCO）に変更し、RC/HCのデイヴィッド・グレ

スリーがフーシー派と国際承認政府の両者との交渉を担当することとなった。また、新た

な解決策として、イエメン最大の貿易会社であるファフェム（FAHEM）グループから、同

社が仲介役となりオランダのサルベージ会社スミット（SMIT）が原油移送作業を行うとい

う提案がなされた（United Nations Yemen, 2023）。この提案にフーシー派が同意し、
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2022年3月5日、国連が代替船を用意し、フーシー派が移設作業に必要な設備を提供する

という覚書がRCO、ファフェムグループ、フーシー派の間で署名された（United Nations 

Yemen, 2022）。そしてこのプロジェクトの計画及び実施をUNDPが担当した。イエメン

にはRC/HCやOSESGYが主導する平和活動の実施を担当するユニットがあり、本事例では

RC/HCがそのユニットに対し直接指揮を執るような形となっていた。UNDPは国連環境計

画（United Nations Environment Programme: UNEP）、 国 際 海 事 機 関（International 

Maritime Organization: IMO）、OCHA、国連世界食糧計画（World Food Programme: WFP）

など専門知識を持つ関係国連機関の協力を得つつ、オペレーションを統括した。通常、他

の国連機関にとって財政的なインセンティブがないため、UNDPのプロジェクトにこれだ

けの国連機関が関わることはない。各機関がサイロを超えて自らのリソースを活用して協

働したと言える。

RCOは資金調達のためのドナー会合を開催し、サウジアラビア、クウェート、カタール

の湾岸諸国を含む24か国以上から資金を調達した。イエメン最大の民間企業の一つHSA 

Groupも120万ドルの資金を提供している（Ghantous, 2022）。このように、ドナー、国連

諸機関、紛争当事者の協働の結果、2023年8月、原油は無事に国連が調達したタンカーに

移送され、流出という最悪の事態は避けられた（Gressly, 2023）。また、原油流出に備え国

際承認政府、フーシー派両統治域内の危機対応機関に対してIMOが能力強化研修を実施し、

WFPが原油除去のための迅速対応準備を沿岸地域コミュニティと共に行うなど、レジリエ

ンス強化もプロジェクトの中で行われた。

(3)集団的成果の実現

このプロジェクトは原油を移送し、人道・環境危機を防いだという大きな意義があるが、

本事例が集団的成果の実現と言えるかについて、前節で論じた集団的成果の四つの基準

（測定可能性・期間限定性・共同性・統合性）から評価する。

第一に、測定可能性においては公開されているプロジェクトドキュメントの中で第一

フェーズのプロジェクト目標にも「セイファー号から原油が97％移送される」、「セイ

ファー号の内部洗浄が終了する」といった具体的な目標が設定されている（UNDP Yemen, 

2022, p. 25）。期間限定性においても同じくプロジェクトドキュメントの中で2年のタイ
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ムスパンが規定されている。ただ、原油移送後の第2フェーズを含めると3年を要する計

画で、当初からすべての活動終了には3－5年は必要という認識がされていた。共同性に

おいては複数の国連機関が現状分析レポートの作成やプロジェクトドキュメントの作成過

程から実施においても関わっており、すべてのフェーズで協働が達成されている。統合性

においてはイエメンのUNSDCF（2022-2024）の3年計画の中でアウトカム（最上位目標）

レベルの一つの指標として「セイファー号問題に対する持続可能な解決策」（United 

Nations Country Team in Yemen, 2022, p. 18）として明記されており、プロジェクトレベ

ルとUNSDCFレベルの統合がなされた上で実施されている。また、イエメンのフーシー派、

国際承認政府側の強いニーズだけでなく、現地の人々が抱える人道、環境リスクの除去、

更には関連機関やコミュニティへの原油流出時危機管理研修を通じたレジリエンスの強化

にも貢献している点でも、原油移送だけでなく今後の再発時のリスクヘッジも行っている

と言える。かねてからアデン湾沿岸では12隻の船舶が損傷・長期放置され、燃料流出リ

スクが指摘されている（PAX, 2022）。さらに、2023年以降のフーシー派による紅海航行

中の船舶への攻撃で、原油タンカー 1隻を含む少なくとも船舶4隻が放棄または沈没し、

原油や燃料の漏えいリスクが指摘されている（International Maritime Organization, 

2024）。そのため政府機関やコミュニティの機能強化はセイファー号以外に起因するリス

クへの対応も兼ねている。ただし、コミュニティのレジリエンス強化に関しては原油流出

時の対応といった限定的なものであることや実際にレジリエンスがどの程度強化されたの

か、については検証の余地がある。上記の通り、本事例は国連による集団的成果の設定お

よびその実現について四つの基準を充足していると評価できる。

(4)国連による課題克服プロセスの分析

では、国連による集団的成果の実現はどのようにして成し遂げられたのであろうか。こ

の点について前節で議論したOECD「より良い調整」「より良いプログラム」「より良い資

金調達」の三側面における国連特有の課題（表1参照）から分析する。この三側面を提示

したDAC勧告は、法的拘束力こそ有しないものの、DAC加盟国にとっての共通の政策基準

であると同時に、国連機関への資金拠出の指針としても機能している。同勧告の三側面は、

こうした資金・政策・制度設計に関わる主要な側面を包括的に整理・類型化したものであ
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る。以上を踏まえ、本研究では、国連におけるネクサス実践を制度的・構造的観点から評

価するための外部分析枠組みとして、この三側面を用いることとした。

①より良い調整

RC/HCの適切な人材配置と権限の付与

本事例では、イエメンのRC/HCであるグレスリーが中心的役割を果たした。当初は

OSESGYがフーシー派との交渉を担っていたが、フーシー派の警戒感を考慮し、交渉権限

がRC/HCに移譲された。この権限移譲は、現地で直接対話可能な立場を持つRC/HCが主

導することによって、オペレーションを前進させる転機となった。RC/HCは人道調整官の

立場を活用してフーシー派と交渉を行いつつ、UNCT内の調整も担い、人道・開発・平和

の分野横断的な連携を実質的に統括した。グレスリーは20年以上様々な国の国連PKOで

の重要なポストに就いていた経験豊富な調整官であり、着任当時からフーシー派や国際承

認政府とも積極的に協議を重ねていたため、両者との信頼関係を築けていた。また、RC/

HCはUNCTの各機関代表に直接指示を出す立場にあり、本事例を主体的に解決するべく

各機関に積極的に働きかけ、協働の実施体制を整えた。

国連機関間の分野を超えた協働体制

本プロジェクトには、人道・開発・平和の各分野を代表する国連機関が役割を分担して

参画した。人道分野では、OCHAが国連本部やドナーとの調整・広報を担い、WFPが新タ

ンカー購入に関する市場調査、船舶契約書作成支援や移送前の流出及び移送時に流出した

場合の現地コミュニティの対応のための能力強化（原油除去用必要機材の購入及び研修

等）に関与した。開発・環境分野では、UNDPがタンカー購入や原油移送も含めたプロジェ

クト資金管理と事業実施を統括し、UNEPが原油流出時の緊急対応計画を策定、IMOが船

舶航行や環境へのリスク調査と流出リスク対応のための専門家派遣を行った。平和分野で

はOSESGYが初期交渉を担い、UNOPSが機材供与を実施した。OSESGYに関しては、権限

移譲後はUNSCに対して状況報告を行い、支援の要請等を行った。その後はRCOが交渉を

担当し、UNDPがRCOと共に交渉の場に立ち、技術者レベルでのフーシー派との交渉も担

当し、プロジェクトの形成を行った。また、実施段階ではこれらの担当機関が調整会議に
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参加している。このように各機関がそれぞれの比較優位的専門性を活用し、通常はそれぞ

れの目標の下に別々の活動を行う機関が一つのプロジェクトに関して分析、計画、実施の

段階で協働したことや、UNDPやWFPなどが本来のマンデートとは直接関係のないプロ

ジェクトの実施に関わったことは、国連システム特有の縦割り構造を克服し、サイロを超

えた協働の可能性を示すものであった。各機関は表2の通り、それぞれ分析、計画、実施

の段階で協働のための役割を担っている。

表 2　セイファー号原油移送プロジェクトに関わった国連機関とその役割

②より良いプログラム

共同分析と計画策定の連動性

プロジェクト策定時からUNDPだけでなく、UNEP、IMO、RC/HCも加わりプロジェク

トドキュメントの作成に携わっていた。今回RC/HCの判断によりUNDPが新規タンカー

を国の代わりに購入するに至ったが、プロジェクト開始時にはプールファンド（後述）に

はまだ予算が十分に集まっておらず、タンカー購入には予算管理をするUNDPにとって財

政的リスクを伴った（United Nations Yemen, 2023）。このリスクはUNDPを通じて他機関、

そしてニューヨークの国連事務局本部にも共有され、RC/HC、UNDPともそれぞれ本部と

協議しタンカー購入の準備を進めることとなった。そのためWFP、IMOなどこの分野に

知見のある国連機関も購入に当たりUNDPに対して助言をすることで責任の一端を担った。

国連機関 主担当分野 関与段階 本件での主な役割

RC/HCO 人道・開発・（平和） 分析・計画・実施
紛争当事者との調整、資金調達・国連本部

との交渉

OCHA 人道 計画・実施
NYでの国連機関間・ドナーとの調整、広

報、緊急支援基金の資金調達

WFP 人道 計画・実施
船舶契約におけるアドバイス、原油流出時

に備えた住民参加の準備

UNDP 開発・平和 分析・計画・実施 プロジェクトの資金管理・原油移送実施

UNEP 開発・環境 分析・計画・実施
緊急対応計画の策定、政府能力強化、環境

観点からのアドバイス

IMO 開発・環境 分析・計画・実施

原油流出時のインパクト調査,原油流出対

応専門家の派遣、紛争当事者の危機管理人

材育成

OSESGY（SPM） 平和 間接的関与
初期オペレーション（簡易調査）の交渉を

担当、権限移譲後はUNSCへの報告

UNOPS 開発・平和 間接的関与
初期オペレーション（簡易調査）の実施準

備を担当。購入機材をUNDPに供与

（出所：筆者作成）
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既存計画との統合

本事例の特徴は、原油流出阻止という明確かつ緊急の「集団的成果」が設定され、それ

がUNSDCFに組み込まれた点にある。UNCTの中で本事例の重要性がすでに共有されてい

たことから、UNCT全体の問題と捉えられ、UNSDCFの策定過程で目標に組み込まれるこ

ととなった。本プロジェクトは、UNEPの緊急対応計画やIMOのリスク評価、UNDPの能

力強化活動と資金管理、OCHAによる人道調整といった各機関の活動を、RC/HC主導の

UNSDCFの枠内に統合する形で実施された。こうした国連特有の制度的枠組みを活用する

ことで、通常は分断されがちな人道・開発・平和のプログラムが統合され、「より良いプ

ログラム」が現場レベルで具体化した。

③より良い資金調達

資金の柔軟性と複数年化

資金調達の面でも、本事例は成功を収めている。2022年5月の拠出表明会議では、欧

米諸国、中東諸国、日本を含む24か国が資金援助を表明し、事務総長による直接の呼びか

けやクラウドファンディングを通じて民間資金も調達された（United Nations Yemen, 

2023）。その結果、これらのドナーから33百万ドルの資金を調達することとなった。こ

のように国連、各国政府、民間が一体となって柔軟かつ迅速に資金を集めた紛争時中の事

例の報告は数多くなく、OECDが求める「柔軟で予測可能な複数年資金戦略」の実現に近づ

いたと評価できる。

資金メカニズムの統合

通常は分断される人道・開発・平和分野の資金が、RC/HCの調整の下で一体的にUNDP

予算として調達された点も重要である。この手法により、この案件のために前述のMPTF

のような形のプールファンドが設立され、各ドナーがイヤーマーク（特定の用途のために

割り当てること）をせず、国連が自由に資金を使えることにより、タンカーの購入やスミッ

トとの契約が可能となった。
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3.本事例が示唆するトリプルネクサス実践への教訓

本事例の分析により、長期化・複雑化した紛争下においても指摘されていた課題を克服

し、人道・開発・平和支援に従事する国連機関の協働による集団的成果の実現は可能であ

ることが明らかとなった。本節ではこれらの課題を克服し、集団的成果の実現を可能にし

た要因を指摘し、トリプルネクサスの実践への教訓について議論する。

(1)本事例特有の状況と他国への応用

本事例の分析ではイエメンに特有の状況が存在したものの、その中から他国の文脈にも

応用可能な要素を抽出することは可能である。第一に、集団的成果の指標が紛争地におけ

る「原油流出阻止」という極めて具体的かつ個々の機関での達成には難易度の高いもので

あった点は、国連機関間の協働を促進する強力な動機となった。他国では必ずしも同様の

危機が存在するわけではないが、パンデミックや自然災害など紛争地における複合的危機

は十分に想定される。そのような場合、各機関がそれぞれの目標を設定して後から統合す

る分業型の名目上の集団的成果ではなく、単体での達成が難しく、複数機関の協働を不可

欠とするような性質を持つ成果をあらかじめ設定することが、組織横断的な連携を実質的

に促す条件となり得る。

第二に、本事例ではドナーが一致協力して迅速に資金を拠出し、クラウドファンディン

グを含む柔軟な資金調達が実現した。ドナー間調整がトリプルネクサスの課題と言われて

いるが、本事例のように目的がはっきりしており、緊急の措置が求められる場合にはドナー

も柔軟に対応することが明らかとなった。また、DAC勧告にあるようにリードドナーが積

極的にイニシアティブをとることでドナー間調整も円滑となる（OECD, 2022）。本事例に

おいては紛争当事者にとって比較的対立の外にいるオランダが積極的にリードしたが、ド

ナーの中で積極的に動き、かつ調整を行う国がいれば実践を容易にする。つまり、紛争当

事者からも信頼を得られるリードドナーの存在や緊急性に基づく説得力ある資金戦略があ

れば他国でも再現可能であることを示唆する。

第三に、国連PKOやSPMと言われる国連ミッションのかかわりである。国連ミッショ

ンがネクサスに与えた影響についての研究は数少ないが、例えばマリの事例ではPKOミッ
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シ ョ ン で あ る 国 際 連 合 マ リ 多 次 元 統 合 安 定 化 ミ ッ シ ョ ン（United Nations 

Multidimensional Integrated Stabilization Mission in Mali: MINUSMA）がネクサスの実践

に悪影響を与えたという報告がされている（Tronc et al., 2019）。また、上述の通り平和分

野の分断が継続されているソマリアに派遣されていた国際連合ソマリア支援ミッション

（United Nations Assistance Mission in Somalia: UNSOM）はイエメンと同じSPMのカテゴ

リーに入るが、その予算規模はイエメンのOSESGYが17百万ドルなのに対し、97百万ド

ルと大きく異なる（United Nations General Assembly, 2022）。UNSOMのマンデートも憲

法見直しからアフリカ連合へのミッション移行、治安部門改革等責任範囲が非常に広い

（United Nations General Assembly, 2022）。また、OSESGYはUNSOMのようにイエメン

国内にはオフィスを置かず、更にはこのオペレーションの権限を譲渡している。そのため

UNSOMに比べ国連システム内でのプレゼンスや実施事項が少ないことは容易に予想でき

る。このことから、国家レベルで政治的・軍事的な紛争解決や国家の安定化を担うPKOや

SPMの関与が比較的限定的であった一方で、同じ平和支援でもイエメンにおいては紛争予

防やコミュニティの強靭性などローカルな平和構築と実務レベルでの調整や実施を担う

UNDPが中心的に関与したことが、トリプルネクサスに基づく集団的成果の実現に寄与し

たと考えられる。

また、本件では、従来人道支援組織より危惧されてきたPKOやSPMなどの平和支援組

織による人道支援の政治化・道具化（Alarabeed, 2024; Barnett, 2006; Pedersen, 2016）

とは対照的に、人道と開発の双方を統括するRC/HCが政治的役割を果たし、OSESGYに代

わって人道問題を切り口とした紛争当事者との交渉を主導した点も特筆に値する。政治プ

ロセスを担うSPMではなく、人道と開発を統括するRC/HCが交渉を主導したことにより、

現場レベルの信頼関係構築や資金調達活動と結びついた協働が可能となった。この点は、

トリプルネクサスにおけるリーダーシップのあり方を考える上でも示唆的である。した

がって、本事例は大規模な国連PKOやSPMの関与が限定的である一方で、人道・開発分野

や地域レベルのボトムアップ型平和構築を担う国連機関の関与が強い場合に、トリプルネ

クサスの実践がより円滑に進展しやすい可能性を示唆している。もっとも、この点に関し

ては紛争の状況や政治環境など複合的要因が影響するため、今後さらなる分析が必要であ

る。
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(2)「予防」の重要性の再評価

本事例は、人道危機が長期化しているイエメンにおいて、原油の流出を未然に防ぐこと

でさらなる環境・経済危機を回避し、同時にこうした危機が政治問題化して和平プロセス

に障害を及ぼすリスクを除去した点に意義がある。すなわち、人道・環境分野における「危

機の予防」が、結果として「紛争予防」に資する形で実現したといえる。上述の「持続的平

和アジェンダ」において国連は紛争予防を優先課題と位置付けているが、本事例は人道・

環境分野の予防的対応が持続的平和の実践的手段となり得ることを示している。また、人

道危機や環境危機を事前に回避することは人々の生命・安全を守るのみならず、発生後の

対応に比べて効率的かつ低コストである。今回のドナー拠出額は大きかったものの、流出

後の対応に比べれば圧倒的に小さな負担で済んだ。

4.おわりに

本研究の事例では、国連によるトリプルネクサスの実践は、DAC勧告が提起する「より

良い調整」「より良いプログラム」「より良い資金調達」の課題を国レベルでの取り組みに

よって克服し得ることを示した。また、国連改革を通じた組織体制の整備が、こうした取

り組みを可能にしつつあることも明らかとなった。さらに本事例は、①分業ではなく協働

を前提とした可視化された集団的成果の設定、②国連機関や近隣諸国を含むドナーによる

柔軟な資金調達、③大規模ミッションによる国家レベルの和平プロセスよりも、UNDPや

RCOといった現場に近い機関によるリーダーシップと協働の強化が、実効的成果の実現を

容易にすることを示している。加えて、人道・環境危機の拡大を未然に防ぐことを通じて

紛争予防に資した点も、注目されるべき成果である。

本事例は国連の通常のオペレーションとは異なり、再現性という点で一定の制約が残

る。ただし、トリプルネクサスは状況に応じて変化し進化し続けるモデルであり、各国や

時期によって協働の形態が異なる（Norman & Mikhael, 2023）。この柔軟性は不確実性を

伴うが、上述のような対応を国連自身が決断することで達成は可能であることが示された。

通常、長期化した紛争国におけるネクサスの真の成果を測るには時間を要する（Howe, 
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2019）。しかし、本事例のように早急な成果が可視化された経験を特殊例として片づける

のではなく、教訓を抽出し他国の実践に応用していくことで、トリプルネクサスの蓄積を

促し、長期的成果の実現も見えてくるかもしれない。
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